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コンビニ・クレジット納付等の「多様な収納環境」を整え、納税者の利便性を図り、効率的な徴収確保に
努めるとともに、督促状を発しても完納しない滞納者には差押による滞納処分を徹底する。
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納付環境を整え納税者の利便を図ることが、直ちに徴収率に直結するものではないが、求められる住民
サービスであり、併せて滞納整理の強化を図っていくことが肝要である。
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事業№

Ｂ 事業の進め方の改善が必要

点数

4

4

市税の「納付環境の整備」と「滞納整理の強化」は車の両輪である。

非常に困難な市税を取巻く環境の中で、自主財源の確保は市の最重要課題の一つであり、「徴収に努力
しない自治体は潰れる」という危機感が肝要であり、徴収職員のマンパワーの確保と必要な予算を確保し
徴収体制を構築することが緊要である。

コンビニ納付の実績は、年々着実に増加しており、クレジット納付の実績も前年比59％増加している。
滞納整理の強化は、21年度の347件⇒22年度の602件と富山県内で突出した差押実績により、徴収確保
に大きく貢献している。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

徹底的に納付環境を整え、徹底的に滞納整理を執行できる
徴収体制を構築し、徴収率向上に資する施策を積極的に推
進する。

評価委員会のコメント

多様な収納環境を整えることも大事だが、費用対効果につ
いて十分検証するとともに、コストの低い口座振替の推進策
を検討されたい。

評価結果
（１次） Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果
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